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(57)【要約】
【課題】ＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材に不用意にキズを
付けることなく円滑に装置本体の外部に排出することが
できる記録装置を提供する。
【解決手段】第１の被記録材と、第２の被記録材が保持
された保持トレイのそれぞれに対して搬送力を付与する
搬送用ローラと、記録実行部の下流側に位置し、第１の
被記録材に対して排出方向に排出力を付与する排出駆動
ローラと排出従動ローラとによって構成される排出用ロ
ーラと、排出従動ローラが排出駆動ローラに接触したニ
ップ位置と、排出従動ローラが排出駆動ローラから離間
したレリース位置とを切り換えるレリース機構と、前記
搬送用ローラ、排出用ローラ及びレリース機構の動作を
制御する制御部とを備え、制御部は、排出従動ローラを
レリース位置からニップ位置に移動させる動作を実行す
るときは、該動作を実行する前に、排出駆動ローラを排
出方向に所定量回転させる動作を実行するように構成さ
れている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の被記録材と、第２の被記録材が保持された保持トレイのそれぞれに対して搬送力
を付与する搬送用ローラと、
　前記搬送用ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の記録
を実行する記録実行部と、
　前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対して排出方向に排出力を付与す
る排出駆動ローラと排出従動ローラとによって構成される排出用ローラと、
　第１の被記録材を搬送するときに採る位置である前記排出従動ローラが排出駆動ローラ
に接触したニップ位置と、前記保持トレイを搬送するときに採る位置である前記排出従動
ローラが排出駆動ローラから離間したレリース位置とを切り換えるレリース機構と、
　前記搬送用ローラ、前記排出用ローラ及び前記レリース機構の動作を制御する制御部と
、を備え、
　前記制御部は、前記排出従動ローラをレリース位置からニップ位置に移動させる動作を
実行するときは、該動作を実行する前に、前記排出駆動ローラを排出方向に所定量回転さ
せる動作を実行するように構成されていることを特徴とする記録装置。
【請求項２】
　格納ポジションとセットポジションとを通って往復移動し得る記録装置本体内に内蔵さ
れた保持トレイと、
　第１の被記録材と、第２の被記録材が保持された前記保持トレイのそれぞれに対して搬
送力を付与する搬送用ローラと、
　前記搬送用ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の記録
を実行する記録実行部と、
　前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対して排出方向に排出力を付与す
る排出用ローラと、
　前記搬送用ローラ、前記排出用ローラ及び前記レリース機構の動作を制御する制御部と
、を備え、
　前記制御部は、前記保持トレイをセットポジションから前記格納ポジションへと移動さ
せる際、前記搬送用ローラを逆転させて前記保持トレイを前記格納ポジションに移動させ
た後、前記排出用ローラを排出方向に所定量回転させる動作を実行するように構成されて
いることを特徴とする記録装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の記録装置において、
　前記保持トレイを前記格納ポジションと前記搬送用ローラによる搬送力を受ける位置と
の間で移動させるための補助搬送機構を備え、
　該補助搬送機構は、前記排出用ローラを排出方向に所定量回転させる動作を実行する際
は、該補助搬送機構に対する動力伝達が解除されるように構成されていることを特徴とす
る記録装置。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の記録装置において、
　前記排出用ローラは、前記搬送用ローラと連動するように構成されていることを特徴と
する記録装置。
【請求項５】
　格納ポジションとセットポジションとを通って往復移動し得る記録装置本体内に内蔵さ
れた保持トレイと、
　第１の被記録材と、第２の被記録材が保持された前記保持トレイのそれぞれに対して搬
送力を付与する搬送用ローラと、
　前記搬送用ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の記録
を実行する記録実行部と、
　前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対して排出方向に排出力を付与す
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る排出駆動ローラと排出従動ローラとによって構成される排出用ローラと、
　第１の被記録材を搬送するときに採る位置である前記排出従動ローラが排出駆動ローラ
に接触したニップ位置と、前記保持トレイを搬送するときに採る位置である前記排出従動
ローラが排出駆動ローラから離間したレリース位置とを切り換えるレリース機構と、
　前記保持トレイを前記格納ポジションと前記搬送用ローラによる搬送力を受ける位置と
の間で移動させるための補助搬送機構と、
　前記搬送用ローラ、前記排出用ローラ、前記レリース機構及び補助搬送機構の動作を制
御する制御部と、を備え、
　前記排出駆動ローラは、前記搬送用ローラと連動するように構成され、
　前記制御部は、前記搬送用ローラ及び前記補助搬送機構を動作させて前記保持トレイを
前記格納ポジションに移動させた後、前記搬送用ローラ及び前記補助搬送機構を逆方向に
動作させて、搬送経路に被排出物が存在する場合には該被排出物が押し出されるように構
成されていることを特徴とする記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、普通紙等の軟質の第１の被記録材と、ＣＤ－Ｒ等の硬質の第２の被記録材が
保持された保持トレイのそれぞれに対して搬送力を付与する搬送用ローラと、前記搬送用
ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の記録を実行する記
録実行部と、前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対して排出方向に排出
力を付与する排出駆動ローラと排出従動ローラとによって構成される排出用ローラとを備
えた記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　以下、記録装置の一例であるインクジェットプリンタを例に採って説明する。インクジ
ェットプリンタには、用紙やフィルム等、自立性を有しない軟質の被記録材と、光ディス
ク（ＣＤ－ＲやＤＶＤ－Ｒ等）で代表される、自立性を有する硬質の被記録材との両方に
対して選択的に記録を実行することができる構造のものが存在する。そして、上記硬質の
被記録材に対して記録を実行する場合には、別途付属品として用意されている専用の長尺
な保持トレイを使用するか、下記の特許文献１に示すようにプリンタ本体内に保持トレイ
が内蔵されている構造のインクジェットプリンタを使用する。保持トレイにはＣＤ－Ｒ等
の被記録材をセットするためのセット凹部が設けられている。
【０００３】
　後者の硬質の被記録材に記録を実行する場合、排出用ローラの排出従動ローラは、排出
駆動ローラから離間したレリース位置をとるようになっている。
【特許文献１】特開２００５－５９５８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　保持トレイを使用する記録中は、排出従動ローラは上記のようにレリース位置に在るが
、普通紙等の軟質の被記録材に記録をするときは前記レリース位置からニップ位置に移動
する。保持トレイ内蔵型の記録装置においては、保持トレイがセットポジションから格納
ポジションに移動され、普通紙等の軟質の被記録材を搬送するための搬送経路から該保持
トレイが退避された状態になって、その後に排出従動ローラが前記レリース位置からニッ
プ位置に移動される。
【０００５】
　保持トレイがセットポジションから格納ポジションに移動する動作が開始する際に、ユ
ーザが誤ってＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材を保持トレイ上に置いてしまい、セット凹部か
ら外れた状態で保持トレイが格納ポジションに向かって移動する等の場合があり得る。
【０００６】
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　このような事態が生じると、保持トレイは所定の格納ポジションに至ることができるが
、硬質の被記録材は、その途中の搬送経路に取り残されることになる。そして、この後、
排出従動ローラがレリース位置からニップ位置に移動するため、排出駆動ローラと排出従
動ローラとの間に硬質の被記録材が挟まってしまい、硬質の被記録材の表面にキズを付け
たり、挟まれた硬質の被記録材を取り除く操作が困難になる問題が生じる。
【０００７】
　或いは、保持トレイが内蔵型ではない記録装置であっても、排出従動ローラが前記レリ
ース位置からニップ位置に移動する直前に、ユーザが誤ってＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材
を搬送経路上に置いてしまうと、上記と同様の問題が発生する。
【０００８】
　本発明の目的は、ＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材に不用意にキズを付けることなく円滑に
装置本体の外部に排出することができる記録装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために本発明の第１の態様に係る記録装置は、第１の被記録材と、
第２の被記録材が保持された保持トレイのそれぞれに対して搬送力を付与する搬送用ロー
ラと、前記搬送用ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の
記録を実行する記録実行部と、前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対し
て排出方向に排出力を付与する排出駆動ローラと排出従動ローラとによって構成される排
出用ローラと、第１の被記録材を搬送するときに採る位置である前記排出従動ローラが排
出駆動ローラに接触したニップ位置と、前記保持トレイを搬送するときに採る位置である
前記排出従動ローラが排出駆動ローラから離間したレリース位置とを切り換えるレリース
機構と、前記搬送用ローラ、前記排出用ローラ及び前記レリース機構の動作を制御する制
御部とを備え、前記制御部は、前記排出従動ローラをレリース位置からニップ位置に移動
させる動作を実行するときは、該動作を実行する前に、前記排出駆動ローラを排出方向に
所定量回転させる動作を実行するように構成されていることを特徴とするものである。　
　ここで、「前記排出駆動ローラを排出方向に所定量回転させる動作」における「所定量
」とは、搬送経路に取り残された硬質の被記録材を装置外部に排出するために必要な回転
量である。以下の第２の態様に係る記録装置においても、同様である。
【００１０】
　本態様によれば、硬質の被記録材が搬送経路に取り残されるような事態が生じた場合で
も、排出従動ローラをレリース位置からニップ位置に移動させる動作を実行するときは、
該動作を実行する前に、前記排出駆動ローラを排出方向に所定量回転させる動作を実行す
るように構成されているので、以下の作用効果が得られる。即ち、排出従動ローラをレリ
ース位置からニップ位置に移動させる動作が実行される前に、前記取り残された硬質の被
記録材は、その下面に搬送経路を構成する排出駆動ローラから接触摩擦力に基づく排出力
が作用し、装置本体外部に円滑に排出される。従って、ＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材に不
用意にキズを付けることなく円滑に装置本体の外部に排出することができる。
【００１１】
　本発明の第２の態様に係る記録装置は、格納ポジションとセットポジションとを通って
往復移動し得る記録装置本体内に内蔵された保持トレイと、第１の被記録材と、第２の被
記録材が保持された前記保持トレイのそれぞれに対して搬送力を付与する搬送用ローラと
、前記搬送用ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の記録
を実行する記録実行部と、前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対して排
出方向に排出力を付与する排出用ローラと、前記搬送用ローラ、前記排出用ローラ及び前
記レリース機構の動作を制御する制御部とを備え、前記制御部は、前記保持トレイをセッ
トポジションから前記格納ポジションへと移動させる際、前記搬送用ローラを逆転させて
前記保持トレイを前記格納ポジションに移動させた後、前記排出用ローラを排出方向に所
定量回転させる動作を実行するように構成されていることを特徴とするものである。
【００１２】
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　ここで、格納ポジションは、記録装置本体内に内蔵された保持トレイが非使用時に位置
する、搬送用ローラより上流側であって記録装置本体の奥側である。保持トレイが格納ポ
ジションに位置することで、用紙等の軟質の第1の被記録材の搬送経路が開放され、該第
１の被記録材に記録するための搬送が可能になる。また、セットポジションは、文字通り
保持トレイに第２の被記録材をセットする際に該保持トレイが位置するポジションであり
、搬送用ローラより下流側であって記録装置本体の前面側である。
【００１３】
　本態様によれば、前記制御部は、前記搬送用ローラを逆転させて前記保持トレイを前記
格納ポジションに移動させた後、前記排出用ローラを排出方向に所定量回転させる動作を
実行するように構成されているので、硬質の被記録材が搬送経路に取り残されるような事
態が生じた場合でも、用紙等の軟質の第1の被記録材に記録するため搬送動作を開始する
前に、前記取り残された硬質の被記録材は、排出用ローラから排出力を受けて装置本体外
部に円滑に排出されている。従って、用紙等の軟質の第1の被記録材が不用意に変形する
問題の発生を低減することができる。
【００１４】
　また、第１の態様におけるレリース機構を備える構造の場合、前記制御部は、前記搬送
用ローラを逆転させて前記保持トレイを前記格納ポジションに移動させた後、前記排出用
ローラを排出方向に所定量回転させる動作を実行するように構成されているので、第１の
態様と同様に、硬質の被記録材が搬送経路に取り残されるような事態が生じた場合でも、
排出用ローラをレリース位置からニップ位置に移動させる動作が実行される前に、前記取
り残された硬質の被記録材は、排出駆動ローラから排出力を受けて装置本体外部に円滑に
排出される。従って、ＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材に不用意にキズを付けることなく円滑
に装置本体の外部に排出することができる。
【００１５】
　本発明の第３の態様は、前記第２の態様に係る記録装置において、前記保持トレイを前
記格納ポジションと前記搬送用ローラによる搬送力を受ける位置との間で移動させるため
の補助搬送機構を備え、該補助搬送機構は、前記排出用ローラを排出方向に所定量回転さ
せる動作を実行する際は、該補助搬送機構に対する動力伝達が解除されるように構成され
ていることを特徴とするものである。
【００１６】
　本態様によれば、搬送経路の途中に取り残されている硬質の被記録材を装置本体外部に
排出させる動作と本来無関係な保持トレイの搬送方向への移動を防止できるので、保持ト
レイや該保持トレイに接続されるガイドアーム等の各構成部材の摩耗を小さくすることが
できる。
【００１７】
　本発明の第４の態様は、前記第１の態様から第３の態様のいずれか一つに係る記録装置
において、前記排出用ローラは、前記搬送用ローラと連動するように構成されていること
を特徴とするものである。
【００１８】
　本態様によれば、排出用ローラを回転させるための独立した駆動モータが不要になり、
搬送用ローラ用の駆動モータの有効利用を通じて、部品点数の減少及び製品コストの削減
と、装置の小型、軽量化を図ることができる。
【００１９】
　本発明の第５の態様に係る記録装置は、格納ポジションとセットポジションとを通って
往復移動し得る記録装置本体内に内蔵された保持トレイと、第１の被記録材と、第２の被
記録材が保持された前記保持トレイのそれぞれに対して搬送力を付与する搬送用ローラと
、前記搬送用ローラによって記録実行領域に搬送された前記被記録材に対して所望の記録
を実行する記録実行部と、前記記録実行部の下流側に位置し、第１の被記録材に対して排
出方向に排出力を付与する排出駆動ローラと排出従動ローラとによって構成される排出用
ローラと、第１の被記録材を搬送するときに採る位置である前記排出従動ローラが排出駆
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動ローラに接触したニップ位置と、前記保持トレイを搬送するときに採る位置である前記
排出従動ローラが排出駆動ローラから離間したレリース位置とを切り換えるレリース機構
と、前記保持トレイを前記格納ポジションと前記搬送用ローラによる搬送力を受ける位置
との間で移動させるための補助搬送機構と、前記搬送用ローラ、前記排出用ローラ、前記
レリース機構及び補助搬送機構の動作を制御する制御部とを備え、前記排出駆動ローラは
、前記搬送用ローラと連動するように構成され、前記制御部は、前記搬送用ローラ及び前
記補助搬送機構を動作させて前記保持トレイを前記格納ポジションに移動させた後、前記
搬送用ローラ及び前記補助搬送機構を逆方向に動作させて、搬送経路に被排出物が存在す
る場合には該被排出物が押し出されるように構成されていることを特徴とするものである
。
【００２０】
　本態様によれば、第２の態様と同様に、硬質の被記録材が搬送経路に取り残されるよう
な事態が生じた場合でも、排出従動ローラをレリース位置からニップ位置に移動させる動
作が実行される前に、前記取り残された硬質の被記録材は、排出駆動ローラから排出力を
受けて装置本体外部に円滑に排出される。特に本態様によれば、前記取り残された硬質の
被記録材を排出するための排出力として、排出駆動ローラの摩擦力だけでなく、保持トレ
イの押し出し力も利用できるので、確実の排出することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明に係る記録装置について説明する。最初に本発明の記録装置を実施するた
めの最良の形態としてインクジェットプリンタを採り上げて、その全体構成の概略を図面
に基づいて説明する。
【００２２】
　図１はインクジェットプリンタの内部構造を示す斜視図、図２はインクジェットプリン
タの内部構造の概略を示す硬質の被記録材が搬送経路の途中に取り残されている状態の側
断面図である。尚、図示のインクジェットプリンタは、上部に図示を省略した画像読取り
装置（スキャナ）を搭載した複合機タイプのインクジェットプリンタである。また、用紙
やフィルム等の軟質の被記録材（第１の被記録材）Ｐと、ＣＤ－ＲやＤＶＤ－Ｒを含む光
ディスク等の硬質の被記録材（第２の被記録材）Ｑとの両方に対して記録を実行すること
ができる保持トレイ内蔵型のインクジェットプリンタである。
【００２３】
　このインクジェットプリンタ１は、外観が比較的フラットな面によって構成されている
矩形筐体状の装置本体であるプリンタ本体２を備えている。そして、上記プリンタ本体２
の前面の中央下部に多数枚の軟質の被記録材Ｐを積畳状態で収容し得る給送用カセット１
１が着脱可能に装着されている。また、該給送用カセット１１の上方には記録実行後の軟
質被記録材Ｐをスタックするためのスライド式の排出用スタッカ４７が設けられている。
【００２４】
　給送用カセット１１は、軟質の被記録材Ｐの搬送経路の始発位置に設けられる部材で、
給送用カセット１１内に収容された軟質の被記録材Ｐは自動給送装置３によって最上位の
ものから順番に１枚ずつ繰り出されてＵ字反転経路５０を通って後述する被記録材の搬送
装置５に導かれる。Ｕ字反転経路５０の終端部には、Ｕ字反転経路５０内の空間を格納ポ
ジションとして格納される保持トレイ５５にセットされた硬質の被記録材Ｑと、上記Ｕ字
反転経路５０を通って給送された軟質の被記録材Ｐとを記録実行領域５１、そしてプリン
タ本体２の外部に導くための搬送経路５６の始端部が接続されている。
【００２５】
　記録実行領域５１の下方には、搬送されてきた軟質の被記録材Ｐの下面を支持して記録
ヘッド４２の下面との間のギャップＰＧを規定するプラテン３８を備えた搬送案内部３９
が設けられている。一方、記録実行領域５１の上方には記録実行部４が設けられており、
該記録実行部４は、下面に形成されたノズル口から各色のインクを吐出する記録ヘッド４
２と、該記録ヘッド４２を下面に搭載した状態でキャリッジガイド軸４１に案内されて上



(7) JP 2010-42568 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

記搬送方向Ａと交差する走査方向Ｂに往復移動し得るキャリッジ４０とが設けられている
。
【００２６】
　［実施例］
　次に、本発明に係るインクジェットプリンタ１の構造について図面に基づいて具体的に
説明する。　
　図３は本発明の実施例における被記録材の搬送装置を示す保持トレイがセットポジショ
ンに位置している状態で硬質の被記録材にセット凹部から位置ずれが生じている場合を示
す斜視図であり、図４は同被記録材の搬送装置の図３と同状態を示す平面図、図５は同被
記録材の搬送装置の保持トレイが戻し方向に移動している移動途中の状態を示す平面図で
ある。図６は同被記録材の搬送装置の保持トレイが格納ポジションに移動し、硬質の被記
録材が搬送経路の排出駆動ローラ上に位置している状態を示す平面図、図７は同被記録材
の搬送装置の保持トレイが格納ポジションに移動し、硬質の被記録材の一部が搬送用ロー
ラに挟持されている状態を示す平面図である。また、図８は同被記録材の搬送装置の搬送
経路上に取り残された硬質の被記録材が排出される状態を示す平面図である。
【００２７】
　図示の実施例に係る被記録材の搬送装置５は、プリンタ本体２内に内蔵され、硬質の被
記録材Ｑを保持するためのセット凹部７１が形成された保持トレイ５５と、上記保持トレ
イ５５と共に硬質の被記録材Ｑを挟持して、あるいは軟質の被記録材Ｐを直接挟持してこ
れらに搬送方向Ａと戻し方向Ｄの搬送力を付与する搬送駆動ローラ３５と搬送従動ローラ
３６とによって構成される搬送用ローラ３４と、記録実行後の軟質の被記録材Ｐを直接挟
持してプリンタ本体２の外部に排出する排出駆動ローラ４４と排出従動ローラ４５とによ
って構成される排出用ローラ４３と、上記排出従動ローラ４５を排出駆動ローラ４４に接
触させるニップ位置と、排出駆動ローラ４４から離間させるレリース位置とに移動させる
レリース機構６と、前記搬送用ローラ３４、前記排出用ローラ４３及び前記レリース機構
６の動作を制御する制御部８１とを備えることによって構成されている。
【００２８】
　保持トレイ５５は、奥行き寸法の短い矩形平板状の部材であり、保持トレイ５５の上面
における幅方向の中央、幾分前方寄りの位置に硬質の被記録材Ｑをセットするためのセッ
ト凹部７１と、その中心にセットされた硬質の被記録材Ｑを保持するためのチャック７２
とが設けられている。尚、上記保持トレイ５５にセットできる硬質の被記録材Ｑは、直径
１２ｃｍあるいは直径８ｃｍ等、使用が想定されるサイズのＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷ、ＤＶ
Ｄ－Ｒ、ＤＶＤ－ＲＷあるいは次世代の光ディスクとして注目されているブルーレイディ
スクや今後開発されるものを含めた種々の光ディスク等が適用可能になっている。
【００２９】
　また、上記保持トレイ５５の後端部の左右コーナ部付近には、奥行き寸法の短い保持ト
レイ５５の移動ストロークを拡張するための左右２本のガイドアーム７４Ｌ、７４Ｒが設
けられている。また、上記保持トレイ５５の上面における向って右側の後部コーナ部近く
にはラック６８が設けられている（図５～図７）。該ラック６８には、その近傍位置に対
向して設けられているピニオン６９が噛み合い、格納ポジションに位置している保持トレ
イ５５を搬送用ローラ３４に受け渡すまでの移動と、搬送用ローラ３４のニップ位置から
離れた保持トレイ５５を格納ポジションに格納するまでの移動とを担っている。
【００３０】
　尚、上述したピニオン６９を回転させるための動力は、搬送駆動ローラ３５から得てお
り、搬送駆動ローラ３５の回転がクラッチ機構７を介してギヤ輪列６６に伝達され、該ギ
ヤ輪列６６の終端に設けられているピニオン６９を回転させるように構成されている。そ
して、上記ラック６８と、ピニオン６９と、クラッチ機構７と、ギヤ輪列６６とを備える
ことによって格納ポジションと搬送用ローラ３４のニップ位置との間の保持トレイ５５の
補助的な搬送を実行する補助搬送機構６７が構成されている。
【００３１】
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　搬送用ローラ３４は、一端に駆動プーリ８０、他端に上記クラッチ機構７が取り付けら
れたローラ駆動軸３５ａによって支持されている幅方向Ｂ（走査方向と同一の符号Ｂを使
用する）に長い長寸の搬送駆動ローラ３５と、幅方向Ｂに適宜の間隔を空けて配設される
複数の短寸の搬送従動ローラ３６との一対のニップローラによって構成されている。
【００３２】
　排出用ローラ４３は、ローラ駆動軸４４ａに対して、幅方向Ｂに適宜の間隔を空けて配
設される複数の短寸のゴムローラによって構成されている排出駆動ローラ４４と、該排出
駆動ローラ４４と対に設けられる円板状の歯付きローラによって構成されている排出従動
ローラ４５とを備えることによって構成されている。また、上記ローラ駆動軸４４ａの一
端には従動プーリ８２が取り付けられており、上記駆動プーリ８０と従動プーリ８２との
間に巻回されるタイミングベルト８３によって駆動モータ（ピニオン８のみ図示されてい
る）を動力源とする搬送駆動ローラ３５の回転が排出駆動ローラ４４に動力伝達されて、
両者は連動するようになっている。
【００３３】
　レリース機構６は、軟質の被記録材Ｐを搬送するときに採る位置である前記排出従動ロ
ーラ４５が排出駆動ローラ４４に接触したニップ位置と、前記保持トレイ５５を搬送する
ときに採る位置である前記排出従動ローラ４５が排出駆動ローラ４４から離間したレリー
ス位置とを切り換えるためのものである。具体的には、排出従動ローラ４５を自由回転可
能な状態で支持する支持フレーム８４と、該支持フレーム８４を支持する支持ロッド８５
と、上記支持フレーム８４の水平姿勢を維持した状態で上記支持ロッド８５を排出従動ロ
ーラ４５と共に後述するニップ位置とレリース位置との間で移動させるカム機構とスライ
ドガイド機構を利用した位置切り換え機構部８６とを備えることによって構成されている
。
【００３４】
　前記制御部８１は、前記排出従動ローラ４５をレリース位置からニップ位置に移動させ
る動作を実行するときは、該動作を実行する前に、前記排出駆動ローラ４５を排出方向に
所定量回転させる動作を実行するように構成されている。従って、硬質の被記録材Ｑが保
持トレイ５５のセット凹部７１から外れた状態で、搬送経路５６の途中に取り残された事
態が発生したときでも、上記クラッチ機構７によって保持トレイ５５に対する動力伝達を
解除した状態にし、搬送駆動ローラ３５と排出駆動ローラ４４を搬送方向Ａすなわち排出
方向に回転させることによって、上記搬送経路５６の途中に取り残された硬質の被記録材
Ｑをプリンタ本体２の外部に排出させる排出動作を実行するよう構成されている。
【００３５】
　具体的には、搬送駆動ローラ３５を搬送方向Ａに回転させ、同時にタイミングベルト８
３を介して排出駆動ローラ４４を排出方向に回転させることによって、排出駆動ローラ４
４に接触している硬質の被記録材Ｑの下面との間の摩擦力に基づく排出力によって、当該
硬質の被記録材Ｑをプリンタ本体２の外部に排出させるようになっている。
【００３６】
　また、図７に示したような、硬質の被記録材Ｑが保持トレイ５５のセット凹部７１から
外れた状態で、その一部が搬送用ローラ３４に挟持されている事態が発生したときには、
搬送用ローラ３４が搬送方向Ａに回転することによって硬質の被記録材Ｑを押し出すよう
にしてプリンタ本体２の外部に排出できるようになっている。なお、当該搬送用ローラ３
４による搬送力が作用しない位置に移動された後は、上記排出駆動ローラ４４の排出力が
作用するから当該硬質の被記録材Ｑは確実にプリンタ本体２の外部に排出される。
【００３７】
　次に、このようにして構成される本実施例の記録装置の作用について説明する。　
　本実施例の記録装置の作用は、（１）保持トレイ格納工程と、（２）被記録材排出工程
と、（３）排出従動ローラ移動工程に分けて説明する。そして、上記（２）被記録材排出
工程は、上記（１）保持トレイ格納工程の完了後であって、上記（３）排出従動ローラ移
動工程の実行前に実行されるように構成されている。
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【００３８】
　（１）保持トレイ格納工程（図４、図５、図６、図７参照）
　保持トレイ格納工程は、セットポジションに位置している保持トレイ５５を格納ポジシ
ョンに移動させる工程である。例えば、格納ポジションに向かって移動を開始する直前の
該保持トレイ５５上に、図４に示すように、ユーザの操作ミス等によって硬質の被記録材
Ｑがセット凹部７１から外れて幅方向Ｂにずれた状態で置かれた場合には、以下のように
なる。
【００３９】
　保持トレイ５５は、図４に示すように、搬送用ローラ３４によって挟持されているガイ
ドアーム７４Ｌ、７４Ｒによって奥部側に引張られるようにして格納ポジションに向けて
移動を開始する。保持トレイ５５の移動が進むと、図５に示すように搬送用ローラ３４は
直接、保持トレイ５５を狭持して、格納ポジションに向けての移動を継続する。しかし、
硬質の被記録材Ｑは図示のように搬送経路５６上に取り残されてしまう。
【００４０】
　保持トレイ５５が、図６、図７に示すように、格納ポジションに到達した状態でも硬質
の被記録材Ｑは搬送経路５６上に取り残され、図６に示すように排出駆動ローラ４４上に
位置した状態で停止する。或いは、更に奥部側に引き込まれて、図７に示すように硬質の
被記録材Ｑの一部が搬送用ローラ３４に挟持された状態で停止する。
【００４１】
　（２）被記録材排出工程（図８参照）
　被記録材排出工程は、前記排出従動ローラ４５をレリース位置からニップ位置に移動さ
せる動作を実行するときは、該動作を実行する前に、前記排出駆動ローラ４５を排出方向
に所定量回転させる動作を実行する工程である。具体的には、駆動モータの回転方向を変
えて搬送駆動ローラ３５を搬送方向Ａすなわち排出方向に回転させる。前記搬送駆動ロー
ラ３５の回転はタイミングベルト８３を介してローラ駆動軸４４ａに伝達され、排出駆動
ローラ４４を排出方向に回転させる。尚、この時、ローラ駆動軸４４ａの回転は、伝達ギ
ヤ８７に伝達されておらず、排出従動ローラ４５はレリース位置（図２）に待機している
。
【００４２】
　そして、上述した排出駆動ローラ４４による摩擦力に基づく排出力によって、搬送経路
５６の途中に取り残されていた硬質の被記録材Ｑは、図示のようにプリンタ本体２の外部
に排出される。尚、図７の状態になった場合は、搬送用ローラ３４による押出し作用も受
けて搬送経路５６の途中に取り残されていた硬質の被記録材Ｑはプリンタ本体２の外部に
排出される。
【００４３】
　尚、本実施例では、搬送駆動ローラ３５を前記排出方向に回転させる際は、前記クラッ
チ機構７によってピニオン６９側への動力伝達が解除された状態となるので、搬送経路５
６の途中に取り残されている硬質の被記録材Ｑを装置本体外部に排出させる動作と本来無
関係な保持トレイ５５の搬送方向への移動を防止できる。従って、保持トレイ５５や該保
持トレイ５５に接続されるガイドアーム７４等の各構成部材の摩耗を小さくすることがで
きる。
（３）排出従動ローラ移動工程（図１～図３参照）
　排出従動ローラ移動工程は、上記保持トレイ５５の格納ポジションへの移動に続いて、
レリース位置（図２）に存していた排出従動ローラ４５をニップ位置（図１、図３）に移
動させる工程である。即ち、レリース機構６を作動させて排出駆動ローラ４４の回転を伝
達ギヤ８７を介して位置切り換え機構部８６に伝達させる。これによりレリース位置に存
している支持ロッド８５と排出従動ローラ４５を支持フレーム８４と共に斜め下方、そし
て奥部側へと移動させて排出従動ローラ４５が排出駆動ローラ４４の外周面に接触するニ
ップ位置に移動させる。
【００４４】
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　本実施例によれば、このニップ位置への移動の前に、前記排出駆動ローラ４５を排出方
向に所定量回転させる動作が実行されるので、仮に、ユーザの操作ミス等によって硬質の
被記録材Ｑが搬送経路５６上に取り残される事態が発生しても、前記取り残された硬質の
被記録材は、排出駆動ローラから排出力を受けて装置本体外部に円滑に排出される。従っ
て、ＣＤ－Ｒ等の硬質の被記録材に不用意にキズを付けることなく円滑に装置本体の外部
に排出することができる。
【００４５】
　尚、上記（１）～（３）の動作は、ユーザのミスが無く、保持トレイ５５上に硬質の被
記録材が存在しない場合においても実行される。
【００４６】
　［他の実施例］
　本発明に係る記録装置１は、以上述べたような構成を基本とするものであるが、本発明
の要旨を逸脱しない範囲内の部分的構成の変更や省略等を行うことも勿論可能である。
【００４７】
　例えば、本発明は硬質の被記録材Ｑが幅方向Ｂにずれを生じた場合に限らず、搬送方向
Ａにずれを生じた場合にも同様の作用効果が得られ、このような場合にもプリンタ本体２
の外部に硬質の被記録材Ｑを排出することが可能である。
【００４８】
　また、上記実施例では、レリース機構を備える記録装置について説明したが、前記レリ
ース機構を有しない構造の記録装置においても、以下のように構成することで、有用な効
果をえることができる。即ち、当該実施例においては、前記制御部８１は、前記搬送用ロ
ーラ３４を逆転させて前記保持トレイ５５を前記格納ポジションに移動させた後、前記排
出用ローラ４３を排出方向に所定量回転させる動作を実行するように構成されている。こ
れにより、硬質の被記録材Ｑが搬送経路に取り残されるような事態が生じた場合でも、用
紙等の軟質の第1の被記録材Ｐに記録するため搬送動作を開始する前に、前記取り残され
た硬質の被記録材Ｑは、排出用ローラ４３から排出力を受けて装置本体外部に円滑に排出
されている。従って、用紙等の軟質の第1の被記録材Ｐが不用意に変形する問題の発生を
低減することができる。
【００４９】
　また、上記実施例において設けたクラッチ機構７を省略することも可能である。　
　すなわち、前記制御部８１は、前記搬送用ローラ３４及び前記補助搬送機構６７を動作
させて前記保持トレイ５５を前記格納ポジションに移動させた後、前記搬送用ローラ３４
及び前記補助搬送機構６７を逆方向に動作させて、搬送経路５６に硬質の被記録材Ｑが存
在する場合には該硬質の被記録材Ｑが保持トレイ５５によって押し出されるように構成さ
れている。
【００５０】
　本実施例によれば、硬質の被記録材Ｑが搬送経路５６に取り残されるような事態が生じ
た場合でも、前記取り残された硬質の被記録材Ｑを排出するための排出力として、排出駆
動ローラ４４の摩擦力だけでなく、保持トレイ５５の押し出し力も利用できるので、排出
従動ローラ４５をレリース位置からニップ位置に移動させる動作が実行される前に、確実
に装置本体外部に排出される。
【００５１】
　この他、排出駆動ローラ４４を搬送駆動ローラ３５と切り離して独立して回転できるよ
うに構成することも可能である。このように構成した場合には、前記実施例において設け
たクラッチ機構７を省略しても硬質の被記録材Ｑの排出時の保持トレイ５５の移動は防止
される。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】インクジェットプリンタの内部構造を示す斜視図。
【図２】インクジェットプリンタの内部構造の概略を示す側断面図。
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【図３】被記録材の搬送装置を示す保持トレイがセットポジションに位置している時の斜
視図。
【図４】被記録材の搬送装置を示す硬質の被記録材にセットずれが生じている場合の平面
図。
【図５】被記録材の搬送装置を示す保持トレイが移動途中の状態の平面図。
【図６】被記録材の搬送装置を示す硬質の被記録材が搬送経路の途中に取り残された状態
の平面図。
【図７】被記録材の搬送装置を示す硬質の被記録材が搬送経路の途中に取り残された他の
状態の平面図。
【図８】被記録材の搬送装置を示す硬質の被記録材の排出時の平面図。
【符号の説明】
【００５３】
　１　インクジェットプリンタ（記録装置）、２　プリンタ本体（装置本体）、３　自動
給送装置、４　記録実行装置、５　（被記録材の）搬送装置、６　レリース機構、７　ク
ラッチ機構、８　駆動モータのピニオン、１１　給送用カセット、３４　搬送用ローラ、
３５　搬送駆動ローラ、３５ａ　ローラ駆動軸、３６　搬送従動ローラ、３８　プラテン
、３９　搬送案内前、４０　キャリッジ、４１　キャリッジガイド軸、４２　記録ヘッド
、４３　排出用ローラ、４４　排出駆動ローラ、４４ａ　ローラ駆動軸、４５　排出従動
ローラ、４７　排出用スタッカ、５０　Ｕ字反転経路、５１　記録実行領域、５５　保持
トレイ、５６　搬送経路、６６　ギヤ輪列、６７　補助搬送機構、６８　ラック、６９　
ピニオン、７１　セット凹部、７２　チャック、７４　ガイドアーム、８０　駆動プーリ
、８１　制御部、８２　従動プーリ、８３　タイミングベルト、８４　支持フレーム、８
５　支持ロッド、８６　退避構造、８７　伝達ギヤ、Ｐ　軟質の被記録材、Ｑ　硬質の被
記録材、Ａ　搬送方向、Ｂ　走査方向（幅方向）、Ｄ　戻し方向、ＰＧ　ギャップ

【図１】 【図２】
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